急傾斜地崩壊対策事業　要望書
　　年　　月　　日
長崎市長　様
代表者※1
住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
（電話　：　　　　　　　　　　　　　　　）
主な急傾斜地の所有者※2（所有地の地番：　　　　　　　　　　　　）
住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
（電話　：　　　　　　　　　　　　　　　）
寄附申込者代表※3
住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
（電話　：　　　　　　　　　　　　　　　）
□　寄附金が生じる場合は、事業を要望しません　
自治会長（自治会名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
（電話　：　　　　　　　　　　　　　　　）
長崎市　　　　　　　地区では、大雨時に崖崩れ落石等の発生が危惧され、崩壊等により住民や人家が被災するおそれがあります。事業実施申請書又は、長崎県急傾斜地崩壊対策事業工事申込書等を提出する予定ですので、その際は、急傾斜地崩壊対策事業を実施し、対策工事を施工してくださいますよう要望いたします。
	※1. 　代表者は、事業に関係する土地の所有者及び地元関係者を代表し、市との連絡調整等を行い、市に事業実施申請書又は、長崎県急傾斜地崩壊対策事業工事申込書等を提出する者です。
※2. 　急傾斜地の所有者は、事業に協力し、対策を講じる土地を無償で寄附する者です。所有者が死亡の場合は、その法定相続人です。なお、今後、事業実施申請書又は、長崎県急傾斜地崩壊対策事業工事申込書等に添付する要望書兼同意書（その土地に関係する権利者の同意書・印鑑証明書・相続関係の証明書類等を添付）等を代表者に提出する必要があります。
※3. 　寄附申込者代表は、市施行事業となった場合寄附金が必要となりますが、その寄附金を市に納付する者です。


· 代表者、主な急傾斜地の所有者、寄附申込者代表、自治会長は、裏面の「急傾斜地崩壊対策事業に係る整備意向の確認」を確認しています。
急傾斜地崩壊対策事業に係る整備意向の確認
当事業は、要望の代表者から後日提出していただく必要がある事業実施申請書又は、長崎県急傾斜地崩壊対策事業工事申込書等を市が受け取ってから、県市による事業化に向けた手続きが始まります。
この申請に必要な書類等は、全て代表者が準備する必要がありますので、次の確認事項を十分に理解していただいたうえで、この要望書を提出してください。
	確　認　事　項

	1 市との連絡調整及び地元関係者の調整役となる代表者を決定して下さい。
また、整備を申請するがけ地の範囲を教えて下さい。

	2 当事業を実施する場合、がけ地及びその周辺に土地利用の制限がかかり、事業完了後もその制限は残ります。

	3 事業化には、がけ地及びその周辺地権者等の関係者が事業に協力していただくことが必要不可欠ですので、それぞれの関係者から、調査や工事への協力（工事ヤードの確保を含む）、土地の寄附や土地利用の制限がかかることについて、同意して頂くことが必要となります。

	4 がけ地の規模等により、県施行か市施行か決まります。
市施行の場合、関係者から事業費に係る寄附金の申し出が必要です。
※寄附金の総額は事業費の５％又は７５万円に工事施行延長１ｍにつき１万円を加算した額のいずれか低い額です

	5 対策工事の範囲や工法は、県の要綱及び設計指針に基づき、家屋を守るための必要な最小限の範囲として、工法等は県との協議により決定されますので、地元関係者の要望どおりの範囲や工法になりません。


	6 整備の意向がある場合、県市で現場立会を行います。その結果、事業採択となれば市又は県が事業実施します。
事業実施申請に必要な次の書類を全て代表者が取りまとめる必要があります。
・陳情書（県施行事業のみ）
・長崎県急傾斜地崩壊対策事業工事申込書（県施行事業のみ）
・事業実施申請書（市施行事業のみ）
・がけ地の所有者又は相続人全員及び抵当権者が実印を押した要望書兼同意書等と印鑑証明書
・対策工事の範囲に接する土地の所有者又は相続人全員が押印した同意書等
・寄附申込書（市施行事業のみ）



様式１








